
第113回 定時株主総会
2023年6月22日（木）





第113期 事業報告、連結計算書類の内容
ならびに会計監査人および監査委員会の
連結計算書類監査結果の報告の件

第113期 計算書類の内容の報告の件

「招集ご通知」29〜61ページをご参照ください



 第6次中期経営計画の下で取組みを積み重ね、セキュリティ・ファイナンス業務を中心に、
収益基盤強化を進めた結果、当社のROEは着実に上昇

 加えて、株主還元の充実にも取組む中、株主総利回りも近年、TOPIX平均を上回る
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株主還元の更なる充実を図っていく観点から2021年度以降2025年度までの間、配当およ
び自己株式取得の機動的な実施により、累計で総還元性向100％を目指す

ー 配当については、2022年度以降2025年度（ROE５％目標達成）までの間は、
1株30円を下回らない範囲で積極的な配当を目指す

株主還元方針

配当

年間 32円
（前期比 ＋2円）

自己株式取得
[取得枠]

317万株
30億円

総還元性向

97.6％FY2022
（実績）

年間 34円
（前期比 ＋2円）

[330万株]
（対発行済み株式︓3.8%)

[33億円]
101.4％FY2023

（予想）



経営陣の指名プロセスの透明性の向上経営陣の指名プロセスの透明性の向上

 事業展開の考え方に沿った組織変革力の向上に向けて、多様性の確保と専門性、
主体性の強化を軸に、人材育成の強化と人材ポートフォリオの再構築に努め、
少数ながらも層の厚みがあり、経営幹部を継続的に生み出していける体制を整える

内部人材育成
の考え方

「当社経営陣の選任とこれを展望した内部人材育成の考え方」の策定・開示「当社経営陣の選任とこれを展望した内部人材育成の考え方」の策定・開示

 貸借取引制度の安定的な運営のため、法令・規程に沿って安定的かつ確実に事務処理を
行う人材とともに、環境変化や市場参加者の取引ニーズの的確な把握と利用促進策の開発に
対応できる人材

貸借取引制度
の運営

 新たな取引手法の開発や需要の掘り起こし、海外を含めた取引先の拡大やリレーションの構築
に対応できる人材

セキュリティ
ファイナンス業務
信託銀行業務

人材育成は、事業ポートフォリオに即してビジネスラインごとに考える必要があり、
今後の当社の事業展開にとって重要と考えられる 2 分野については、それぞれ次のような人材が求められる

2021年度

取締役会の構
成等に関する考
え方および執行
役の選任に関す
る考え方を公表

2022年度

 これを踏まえ、監督側からの積極的な問題提起と、これに応える執行側の検討・提案
の相互作用が実効的に行われた結果、各種の審議・決定がなされた

 第７次中期経営計画における人材育成に関し、指名委員会において、堅実に業務を
進める人材と、新規業務への対応を含め主体的・能動的に環境変化に対応していけ
る人材の双方を、ビジネスラインに対応して育成していく必要性、またそれらの総合的な
バランスをとっていく必要性などについて社外取締役間で議論し執行側に問題提起



 執行役の報酬体系は、 証券・金融市場のインフラ機能を支える公共的な役割を担い財
務の健全性を維持しつつ安定的な業務遂行を行うとともに、中長期的な企業価値の向上
を図るとの当社の経営の考え方に基づき、従来より固定報酬と業績連動報酬の割合を次
のとおりとしている。

株式報酬（変動）賞与（変動）基本報酬（固定）

15％20％65％

 短期インセンティブとして位置付け
 毎期の経営責任を明確化する観点から連結当期純利益を参照指標

賞与

 長期インセンティブとして位置付け
 第7次中期経営計画の経営目標であるROEと連結経常利益を参照指標

株式報酬

新しい役員報酬制度の概要新しい役員報酬制度の概要



統合報告書の作成・開示統合報告書の作成・開示



 持続可能な社会の実現に向けては、社会経済活動の基盤となるインフラの整備
も重要であると認識

サステナビリティへの基本的な考え方サステナビリティへの基本的な考え方

 TCFD提言に沿った気候変動関連財務情報の開示
 環境負荷の低減（照明のLED化など会社設備の省エネ化、ペーパーレ

ス化の推進など）
E

 東京大学との共同実証研究 (分散型台帳技術を活用したセキュリティ
ファイナンス取引に係る実証研究)
⇒2023年5月30日に研究成果を取りまとめた報告書を公表

 インドネシア証券金融への技術協力および出資

S

主な取組み主な取組み

 当社グループは、証券・金融市場の流動性向上と市場参加者の利便性向上に取り組ん
でおり、こうした活動を通じて、持続可能な社会の実現に向けて、同様な取り組みを行う市
場参加者への支援も含め、その一翼を担うことを目指す



（単位︓百万円）

増減額 増減率

営業収益 42,518 12,380 41.1%

営業費用 28,765 12,231 74.0%

一般管理費 7,398 29 0.4%

営業利益 6,354 119 1.9%

経常利益 7,601 436 6.1%

親会社株主に帰属
する当期純利益 5,966 792 15.3%

第113期 前期比



12

第６次中期経営計画

中期的な経営方針
第7次中期経営計画

 貸借取引を核とするセキュリティファイナンス業務の強化
 テレワークの推進・RPAの活用などによる業務運営の効率化
 RAFの活用
 コーポレートガバナンスの充実・強化

 これまでの取組の加速と強化
 人材力の基盤強化

証券・金融市場のインフラ機能を支える
機動性・柔軟性に富んだ特色ある
ユニークな企業

目指す姿

 高度なガバナンス体制の構築
 収益力・資本効率の向上

5％4.36％

2020年度 2021年度 2022年度 〜2025年度

3.79％
3.03％

2022年度までにROE4％達成経営目標 2025年度までにROE5％達成

第7次中計期間第6次中計期間
2019年度

2.66％



 株式市場を取り巻く環境変化に対応し貸借取引業務の安定的な運営と利便性向上を図る
 市場参加者の取引ニーズの的確な把握などにより、貸借取引の利用促進を図るための施策を検討貸借取引業務の強化

 これまでの資金・有価証券取引のノウハウを活用し、内外の取引先との多様な取引に積極的に対応
 取引先や対象通貨・有価証券等の拡大等により、セキュリティ・ファイナンス業務を拡充・強化

セキュリティ・ファイナンス
業務の拡充・強化

 価値創造の源である人材力の基盤強化を目的に、人材育成をはじめとする「人的資本」形成に関す
る取り組みを推進していく上での基本的な方針として「人的資本ポリシー」を制定

人材育成の強化と
エンゲージメントの向上

証券市場のインフラとしての
貸借取引業務の強化

セキュリティ・ファイナンス業務の
拡充・強化 グループ連結経営の強化

有価証券運用による安定的な収益
確保・資金調達手段の拡充 新規業務開発の推進

業務管理体制の強化 効率的な業務運営による
競争力の基盤強化

人材育成の強化と
エンゲージメントの向上 サステナビリティの推進

戦略

高い財務の健全性維持

持続的成長と中長期的な
企業価値向上



企業価値創造の源である人材力の基盤強化を目的に、
人材育成をはじめとする「人的資本」形成に関する取り組みを推進していく上での基本的な方針であり、

「ビジョン」、「期待する人材像」、「ビジョンに向けた取組み」で構成

 社員が持つ多様な価値観を尊重するとともに、多様な個人がそれぞれの個性と強みを最大限発揮
し、業務遂行を通じて自ら成長していくことができるよう、機会の提供と支援環境の整備に努める。

 社員が安心して業務に従事することができるよう、働きやすい職場環境づくりを推進する。
 社員エンゲージメントの向上を図ることにより、企業活力と組織変革力を向上させ、生産性を高め

る働き方を実現する。

 社員が持つ多様な価値観を尊重するとともに、多様な個人がそれぞれの個性と強みを最大限発揮
し、業務遂行を通じて自ら成長していくことができるよう、機会の提供と支援環境の整備に努める。

 社員が安心して業務に従事することができるよう、働きやすい職場環境づくりを推進する。
 社員エンゲージメントの向上を図ることにより、企業活力と組織変革力を向上させ、生産性を高め

る働き方を実現する。

ビジョン

期待する
人材像

人材像
 多様な価値観を尊重し、他の社員と協働して企業価値の向上に取り組

む人材
 繁雑な業務も正確かつ安定的に遂行し、インフラ機能を担う当社の信頼

維持に貢献できる人材
 担当する業務をより深く、より広く理解することに努め、当該分野における

専門性を高めつつ業務変革に繋げていくことができる人材
 一定分野の専門性を有し、その専門性を生かして社内をリードして貢献

することができる人材
 自発的に高い目標を掲げ、その実現に向けて周囲も巻き込みながら主体

的に取組むことができる人材
 広い視野をもって経営戦略を主導的に担い得る人材

ビジョン
に向けた
取組み

1. 採用1. 採用

3. 評価3. 評価

2. 育成・
ｷｬﾘｱﾊﾟｽ

2. 育成・
ｷｬﾘｱﾊﾟｽ

4. 環境4. 環境



企業理念企業理念
 証券金融の専門機関として公共的役割を強く認識
 証券界、金融界の多様なニーズに積極的に応え、市場参加者や

利用者の長期的な利益向上を図ることで、証券・金融市場の発
展に貢献することを使命

経営方針経営方針

① 証券金融会社としての社会的責任を認識し、健全な業務運営
の実践を通じて、揺るぎない社会的信頼を確立

② 経営の安定性および財務の健全性を確保した上で企業価値
の向上を図るとともに、株主への利益還元を充実

③ 貸借取引業務の強化、金融・証券関連サービスの拡充

④ 人材力の基盤強化を図り、企業活力と組織変革力を向上

目指す
将来像
目指す
将来像

 高い財務の健全性維持、持続的成長と中長期的な
企業価値の向上

 証券・金融市場のインフラ機能を支える機動性・柔軟性に富んだ
特色あるユニークな企業





第１号議案 取締役７名選任の件

「招集ご通知」 ７〜15ページをご参照ください

① 小 幡 尚 孝

② 杉 野 翔 子

③ 二子石 謙 輔

④ 山 川 隆 義

⑤ 江 上 節 子

⑥ 櫛 田 誠 希

⑦ 朝 倉 洋



第２号議案 執行役会長の廃止のための定款変更の件

第３号議案 代表執行役社長の個別報酬開示
に係る定款変更の件

第４号議案 社長経験者の再雇用等の禁止
に係る定款変更の件

第５号議案 社長経験者の役員退任後の待遇開示
に係る定款変更の件

第６号議案 大株主から行われた重要提案行為の開示
に係る定款変更の件



第２号議案 執行役会長の廃止のための定款変更の件

第３号議案 代表執行役社長の個別報酬開示
に係る定款変更の件

第４号議案 社長経験者の再雇用等の禁止
に係る定款変更の件

第５号議案 社長経験者の役員退任後の待遇開示
に係る定款変更の件

第６号議案 大株主から行われた重要提案行為の開示
に係る定款変更の件





第１号議案 取締役７名選任の件



第２号議案 執行役会長の廃止のため
の定款変更の件



第３号議案
代表執行役社長の
個別報酬開示
に係る定款変更の件



第４号議案
社長経験者の
再雇用等の禁止
に係る定款変更の件



第５号議案
社長経験者の
役員退任後の待遇開示
に係る定款変更の件



第６号議案
大株主から行われた
重要提案行為の開示
に係る定款変更の件



株主各位のご協力に対し、
厚くお礼申し上げます。
本日は、ご来場頂きまして
誠にありがとうございました。


